
 

豊中市社会福祉法人等指導監査要綱 

 

（目的） 

第１条  この要綱は、社会福祉事業等を経営する者が、社会福祉に対する豊中市民の信頼に応え、社会福祉法

（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）、児童福祉法（昭和２２年法律第 １６４号）、老

人福祉法（昭和３８年法律第 １３３号）、介護保険法（平成９年法律第 １２３号）、障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第 １２３号）、就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第 ７７号）、子ども・子育

て支援法（平成２４年８月２２日法律第６５号）、学校教育法（昭和２２年３月３１日法律第２６

号）等（以下「関係法令等」という。）を遵守して、法第２２条に規定する社会福祉法人（以下「法

人」という。）の運営及び社会福祉施設等（以下「施設等」という。）の経営を行うことに対して、

調査、指導及び助言をすることにより、適正な法人運営と円滑な社会福祉事業等の経営の確保を図る

ことを目的とする。 

 

（基本方針） 

第２条  指導監査等は、前条の目的を達成するため、法人の運営及び施設等の経営が、自主的かつ自律的に行

われることに配慮しつつ、必要に応じて調査、指導及び助言を行うものとする。 

 

（対象・体制） 

第３条  指導監査等の対象は、本市が所管する法人及び次の各号に掲げる施設等（以下「社会福祉法人等」と

いう。）とする。 

（１）老人福祉法第5条の3に規定する老人福祉施設 

（２）児童福祉法第7条及び子ども・子育て支援法第7条4項、第27条に規定する保育所 

（３）就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条及び子ども・子育て支

援法第7条4項、第27条に規定する認定こども園 

（４）学校教育法第1条及び子ども・子育て支援法第7条4項、第27条に規定する幼稚園 

（５）児童福祉法第6条の3第10項及び子ども・子育て支援法第7条7項、第29条に規定する小規模保育事業 

（６）児童福祉法第6条の3第12項及び子ども・子育て支援法第7条9項、第29条に規定する事業所内保育事業 

（７）児童福祉法第6条の3第2項に規定する放課後児童健全育成事業等 

（８）児童福祉法第6条の3第23項に規定する乳児等通園支援事業 

（９）児童福祉法第6条の4第1項各号に規定する里親 

（１０）児童福祉法第7条第1項に規定する乳児院 

（１１）児童福祉法第7条第1項に規定する児童養護施設 

（１２）児童福祉法第7条第1項に規定する里親支援センター 

（１３）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第5条第11項に規定する障害者支援施

設 

２ 社会福祉法人等の指導監査等は、福祉部福祉指導監査課が実施する。 

３ 指導監査等の実施については、前項の規定するところにより、原則として２名以上の指導監査担当職員で

行う。 

 



（定義） 

第４条 この要綱において、指導監査等とは、一般監査及び特別監査、指導監督とし、いずれも実地にて行う。 

    ただし、一般監査については、公衆衛生上、感染症のまん延を防止する必要性が高く、実地においてこ

れを行うことが困難であるものとして、厚生労働省社会・援護局長が定めるところにより、実地によらな

いことができるものとする。 

（１）一般監査とは、社会福祉法人等に対して、指導監査実施方針を踏まえて一定の周期で実施する指導監査

をいう。 

（２）特別監査とは、法人運営又は施設等の運営に重大な問題を有すると認められる場合及び不祥事が発生し

た場合、又はそのおそれがあると認められる場合等に随時実施する指導監査をいう。 

（３）指導監督とは、厚生労働省で定める基準を維持するため、児童福祉法第６条の3に規定する、放課後健

全育成事業等を行うものに対する報告及び調査等をいう。 

 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、法人運営又は施設等の運営について確認する必要がある場合は、随時指

導監査を実施することができる。 

 

（関係所管課との連携） 

第５条 社会福祉法人等に対する指導監査に際しては、福祉部長寿社会政策課及び障害福祉課並びにこども未来

部こども政策課（以下「関係所管課」という。）等と連携・協力し実施するものとし、必要に応じて関係所

管課との情報交換等を行うものとする。 

 

（実施方針・実施計画） 

第６条  指導監査等の実施方針及び実施計画は、厚生労働省等が示す実施方針等を考慮して毎年度策定するもの

とする。 

 

（指導監査等事項） 

第７条 法人に関する指導監査事項は、次のとおりとする。 

(１) 運営管理に関する事項 

(２) 事業経営に関する事項 

(３) 会計管理に関する事項 

(４) その他必要と認める事項 

２ 施設等に関する指導監査事項は、次のとおりとする。 

(１) 運営管理に関する事項 

(２) 会計管理に関する事項  

(３) 利用者等の支援に関する事項 

(４) その他必要と認める事項 

３ 指導監督事項は、つぎのとおりとする。 

 （１）運営管理に関する事項 

 （２）利用者等の支援に関する事項 

 （３）その他必要と思われる事項 

 

（現況の報告） 

第８条  社会福祉法人の理事長及び施設等の設置者又は施設等の長に対しては、毎年６月末日までに、本市が指

定する書面等にて、現況の報告を求めるものとする。 



 

（実施方法） 

第９条  指導監査等は、関係法令等に基づき、次の方法により実施するものとする。 

（１）原則として実施日の概ね３週間前までに指導監査等を実施する社会福祉法人等に、実施日時その他必要

な事項を文書により通知する。 

（２）社会福祉法人等の事務所等において行う。 

（３）関係書類をもとに、法人の運営、施設入所措置等の状況等について、関係者から事情を聴取するほか、

必要に応じ関係施設、設備及び帳簿書類等を、実地に確認することにより行う。 

２ 特別監査については、実施の都度、その方法を定めるものとする。 

３  指導監査等の実施にあたり、前条に定める報告以外に、社会福祉法人等に対し事前に資料の提出を求める

ことができる。 

４  前３項の規定にかかわらず、関係法令等に基づき随時に、指導監査を実施することができる。 

 

（講評） 

第１０条 指導監査等の講評は、指導監査等の終了後、関係者に対して行うものとする。 

 

（指導監査等結果の通知） 

第１１条 指導監査等終了後、担当職員は、速やかに指導監査等の報告書を作成し、市長に報告するものとす

る。 

２ 指導監査等の実施結果については、当該法人又は施設等に対し、文書により通知するものとする。 

 

（指導監査後の措置） 

第１２条 指導監査等を実施した結果、文書により是正又は改善を指示した事項については、期限を付して、そ

の是正又は改善状況の報告を求めるものとする。 

 

（関係行政機関との連携） 

第１３条 指導監査等の実施及び指導監査後の措置については、必要に応じて関係行政機関と連携を図り実施す

るものとする。 

 

（指導監査連絡会） 

第１４条 指導監査等の円滑な実施とその実効を期するため、指導監査連絡会（以下「連絡会」という。）を

設置する。 

２ 連絡会の組織及び運営について必要な事項は、別に定める。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、指導監査等に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則  

この要綱は、平成２４年６月２０日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 



 附 則 

この要綱は、平成２８年１０月２８日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２９年６月２３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年６月１４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年７月２日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年６月１７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年６月１７日から施行する。 


